
          

      ◎議案第１号 平成２６年度白老町一般会計補正予算 

            （第１号） 

○議長（山本浩平君）  日程第７、議案第１号 平成 26 年度白老町一般会計補正予算（第１号）

を議題に供します。 

 提案の説明を求めます。 

 安達財政担当課長。 

○財政担当課長（安達義孝君）  議案第１号でございます。平成 26 年度白老町一般会計補正予算

（第１号）。 

 平成 26 年度白老町の一般会計補正予算（第１号）は次の定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

 第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１億 310 万 3,000 円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 100 億 1,610 万 3,000 円とする。 

 ２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 平成 26 年４月 30 日提出。白老町長。 

 次の「第１表 歳入歳出予算補正」につきましては記載のとおりでございます。 

 歳入歳出事項別明細書の歳出からご説明申し上げます。８ページをお開きください。３款民生費、

１項１目社会福祉総務費、臨時福祉給付金給付事業 7,842 万 1,000 円の計上でございます。この事

業につきましては本年４月から消費税率の引き上げに際し低所得者及び子育て世帯に与える影響に

鑑み暫定的臨時的な措置として事業を行う国の事業でございます。ここに記載している経費につき

ましては事務費が職員手当から委託料まででございます。委託料につきましては今回のシステムに

伴う申請業務の委託業務料 297 万 3,000 円でございます。 

 19節負担金補助及び交付金7,000万円の内訳につきましては対象者が想定見込みでございますけ

れども 5,800 人でございます。その 5,800 人のうちこの制度におきまして老齢基礎年金、障害者基

礎年金、遺族年金を受給されている方はお一人 5,000 円の加算がございまして１万 5,000 円、そう

でない方は１万円と。その方が約 2,400 人います。合わせて 7,000 万円でございます。この制度に

つきましては本年度の白老町の住民税が賦課決定後非課税の方が対象者となっております。それに

伴いまして申請期間は７月１日から 11 月 28 日までを予定しております。臨時福祉給付金の事業に

つきましては健康福祉課の窓口を拠点に支給申請を行うということでございます。財源につきまし

ては全額国庫補助金でございます。 

 次に２項１目児童福祉総務費、子ども・子育て支援システム構築事業 345 万 6,000 円でございま

す。この事業につきましては昨年 25 年度中に 12 月に補正予算を提案させていただきましたが北海

道のほうより本年度支給ができないということで３月に減額補正し、さらに今回補正予算を計上す



るものでございます。子ども・子育て３法改正によりそれに伴うシステムの構築事業でございます。

財源につきましては全額道費補助でございます。 

 次に７目子育て世帯臨時特例給付金給付費、子育て世帯臨時特例給付金給付事業 1,529 万 7,000

円でございます。これも先ほど冒頭で説明いたしました臨時福祉給付金事業の一端として消費税改

正に伴うことから子育て世帯に対しての給付事業でございます。この対象者につきましては約

1,350 名の予定をしております。支給額は１万円でございます。対象者につきましては平成 26 年１

月分の児童手当の受給者でございます。ただし冒頭説明した臨時福祉給付金が支給される世帯はそ

ちらが優先されるということになります。あくまで非課税の世帯は臨時給付金が優先されると。課

税の方で子供さんたちがいる家庭はお一人１万円がこちらのほうで子供さんたちに支給されるとい

うことございます。こちらの窓口は町民課のほうで窓口をもって支給交付を行ってまいります。こ

の計上につきましても事務費プラス電算委託料、それと 19 節負担金補助交付金には交付金として

1,350 円を計上するものでございます。これについても全額国庫補助金でございますが一部端数が

生じまして 4,000 円の一般財源を充当するものでございます。 

 次に７款商工費、２項１目観光対策費、虎杖浜・竹浦観光誘客拠点整備人材育成支援事業 592 万

9,000 円の計上でございます。この事業につきましては国の補正予算に対応するものでございまし

て緊急雇用創出事業推進事業の一環でございます。メニューとしましては地域・人づくり事業、雇

用拡大プロセス事業でございます。これにつきましては近年の海外観光客の増加に対応するための

人材育成を図り、町内の観光消費や滞在機能を向上するため虎杖浜・竹浦地区に観光案内所を設置

して人材育成を図っていくものでございます。人材育成につきましては多言語の対応や周遊ツアー、

観光ルートの企画立案等の研修に参加しその後でそれを役立てて業務に生かすような事業でござい

ます。この事業につきましては先ほど申しましたとおり全額道補助、一部端数 1,000 円を一般財源

を充当しております。歳出についてはこれでご説明を終わらせていただきます。 

 歳入でございます。６ページをお開きください。特定財源については先ほど歳出のほうでご説明

申しましたので一般財源についてご説明を申し上げます。６ページの 19 節繰入金、１項 10 目財政

調整基金繰入金でございます。5,000 円の充当でございます。今回の事業については全額補助事業

でございますが一部端数がございますので 5,000 円を充当するものでございます。財政調整基金の

残高につきましては 25 年度中に資金運用を行って利息がついておりまして、この充当前の残高が１

億 2,677 万 3,000 円ございました。今回 5,000 円を繰り入れることによりまして１億 2,676 万 8,000

円がきょう現在の残高でございます。以上をもって説明を終わらせていただきます。よろしくご審

議をお願いいたします。 

○議長（山本浩平君）  長澤健康福祉課長。 

○健康福祉課長（長澤敏博君）  ただいま補正予算を提出させていただきました臨時福祉給付金

及び子育て世帯臨時特例給付金について若干補足説明をさせていただきます。財政担当課長から説

明ありましたとおり皆様のお手元のほうに補正予算資料ということで裏表の１枚ものを配布させて



いただいております。今回こういう目的で事業の概要１番から３番までにつきましては担当課長の

ほうから説明のあったとおりでございます。 

 ４番目の給付対象者の関係でございますが原則といたしまして今年１月１日時点で白老町に住民

登録がある方で、臨時福祉給付金につきましては 26 年度の市長村民税が課税されていない方及び

扶養親族等が対象で生活保護を受給している方は除かれます。矢印をいたしまして世帯非課税と書

かれております。原則的にはその世帯の方全員が住民税の課税がされていないことが原則という形

になります。子育て世帯臨時特例給付金につきましては本年１月分の児童手当の受給者で臨時福祉

給付金が支給されていない児童が対象となることから、非課税者は臨時福祉給付金、課税されてい

る方が子育て世帯臨時特例給付金が支給されるということになります。 

 ５番目の給付金につきましては説明のあったとおりどちらの給付金につきましても１万円で、子

育てのほうは対象児童１人につき１万円となります。臨時福祉給付金につきましては加算対象者を

につきましては老齢基礎年金、障害基礎年金と年金等受給者のほか児童扶養手当、特別児童扶養手

当等を受給している方で非課税の方ということが対象となりまして 5,000 円が加算され１人当たり

１万 5,000 円の支給となります。 

 ６番目の対象者数につきましては先ほど説明あったとおり概算で臨時福祉給付金が 5,800 人、加

算対象者が 2,400 人、子育て給付金のほうが 1,350 人としております。 

 ７番につきましては受付期間が７月から 11 月までの５カ月間として担当課のほうで受け付けを

行います。また各出張所のほうに申請書等を置いて申請書の配布並びに申請の受け付けをいたしま

して、担当課のほうで審査をさせていただくという形をとりたいと思っております。またどうして

もなかなかそちらのほうに行けないという方であればご連絡いただければ郵送等の対応もやりたい

と考えております。 

 町民の皆様への周知につきましてはここに書かれているとおり受け付け開始の前の６月と申請期

間中にもう一度皆様のほうに広報やチラシなどで周知したいと考えております。 

 またやはり高齢者の方や障がい者の方が多いということが予想されるものですから、いろいろな

関係機関等を通じて協力を依頼していきたいと思っております。裏面につきましては一般的なチャ

ートということでこれを見ていただければ対象になるかならないかというような形でチャートを記

載してございます。以上で説明を終わらせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（山本浩平君）  ただいま提案の説明が終わりました。 

 これより本案に対する質疑を許します。質疑がございます方はどうぞ。 

 ７番、西田祐子議員。 

○７番（西田祐子君）  ７番、西田でございます。今の給付のことについてお伺いいたします。

これにつきましては全国的にやられる事業だと思うのですけれども、やはり今回もこのような形で

それぞれの市町村が責任を持ってこういう対象になられる方々にお知らせし手続きしてもらって、

そして支給するというのは非常に大変な事業だと思うのです。そこの中で国が決められたのですか



ら国としては基本的にどのようなお考えで全国民にこの情報を発信しＰＲし、そしてもれなく給付

を受け取ってもらうような考え方を具体的にされていくのか。そういう努力はどういうふうになっ

ているのかその辺をお伺いしたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  長澤健康福祉課長。 

○健康福祉課長（長澤敏博君）  まず国のほうでの周知の内容でございます。国のほうからは市

町村向けのチラシというのが来ております。それを使って白老町としていたしましても町民の皆様

のほうにいろいろ周知していきたいという考えでございます。国のほうはいろいろなメディアとか

そういうものを使って国民に周知するというふうには聞いてございますが、私もテレビ等で今放送

がされたかという記憶はないのですが、そういう形で一応メディア的なものを使って周知するとい

うようなことを聞いております。町といたしましては町民の皆さんに対象になる対象にならないと

いうことが個人情報の関係もございましてなかなか難しい部分があるものですから、先ほどいいま

した広報やチラシを使ったり関係機関等を使っていろいろな方法で周知を図って申請をしていただ

くような形をとっていきたいというふうに考えてございます。 

○議長（山本浩平君）  ７番、西田祐子議員。 

○７番（西田祐子君）  私はこの問題について、いつもそうなのですけれども政府がやられるこ

とに対して各市町村というのは財政が厳しい中でどんどん職員の数を減らしていくわけです。そこ

の中で権限移譲とかいろいろな形で町村にどんどん仕事も割り振ってきているわけです。やっぱり

こういうことは国のほうの政策でやるのであれば町側としても町村が負担にならないようにきちん

とした形で国のほうも手当てをしていただきたいということを言っていかないと、ただ単に町村の

負担になってしまうのではないかと思うのです。しまいには隣の町村ではちゃんとやってくれたけ

どうちの町村だったら何だかさっぱりわからないなんてそんなふうな言われ方をしても困るし、だ

けれども現実的には苫小牧は苫小牧、白老は白老、登別は登別それぞれの市町村の器量によって変

わってくるわけなのですけれども、でもやることは国の一律の仕事なのです。私こういう言い方を

して失礼かもしれないけど、やっぱり国としてこういうようなことをきちんとして国民の消費税値

上げに対する緩和策というのであれば、きちんと国のほうでもっと責任を持ってやってもらいたい

ということを自治体として国のほうにぜひ訴えていくべきではないかと思うのです。そうしないと

せっかくしてくれたことが反対に町村の負担になっては意味がないのではないかと思うのですけれ

ども、その辺町側としてもきっちり国のほうに訴えていただきたいと思うのですけどいかがでしょ

うか。 

○議長（山本浩平君）  白崎副町長。 

○副町長（白崎浩司君）  今ご質問といいますかご意見も含めてなのですけれども考え方として

はそういうことかというふうに押さえます。ただ方法論として国の事業をやる中で全国民が対象に

なるというようなことでこと細かく細部にわたって国民あるいは地域の住民に周知するという手法

が市区町村が担うということが細部まで浸透するというような方法として市区町村が請け負うとい



うのは流れとしてはそうなるというふうに思います。ただ今言われるようにそういう国の事業が地

方の業務担当といいますか権限移譲もありますけれども、そういう中では経費の負担あるいは人的

な負担ということにならないような国の方策といいますか、そういうことは地方としもやはりそう

いうような思いは持ちますし、そういうふうに国のほうも対応していただければというふうに思っ

ています。これは今回に限らずいろいろな業務が権限移譲も含めてですけれども、人的な対応ある

いは財源的な対応を含めて今までも言われていることでございますので方法論としてはこういう方

法が適切に周知できるというふうに思いますけれども、今言われましたとおりそのことが負担にな

らないように国のほうでも対応していただければとそういうふうに基本的には思っています。 

○議長（山本浩平君）  １番、氏家裕治議員。 

○１番（氏家裕治君）  １番、氏家です。こういった消費税の増税に絡んでの臨時交付金、一庶

民としてみれば大変助かる部分だと思うのです。今同僚議員も質問されていました部分に一部絡み

ますけれども申請についての問い合わせ、これは例えば広報等の中で周知していかれるのではない

かと思うのですけれども、やはり課長おっしゃったとおり高齢者の方がすごく多くなると思うので

す。こういった方々が自分がその対象者になるのかならないのか電話等によって問い合わせができ

るのかできないのか。それももしできるのであれば広報を通して周知してくれると思うのですけれ

ども、まずその１点、電話での問い合わせも可能なのかどうか。 

○議長（山本浩平君）  長澤健康福祉課長。 

○健康福祉課長（長澤敏博君）  まず問い合わせ等については電話でも十分問い合わせ等につい

てはお答えできる部分がありますが、一番問題になるのがご本人が住民税が課税されているか課税

されていないかという状況なのですが、これは今給付金を担当する部署では個人情報の保護の関係

で本人からの申請がない限り見ることができないという国のほうからの通達がございまして、なか

なかそれが見られない状況なものですから難しいのですが、電話でお問い合わせがある件につきま

してはいろいろな方法で、例えば６月以降であれば住民税の納付書が来ていますかとか、７月であ

れば高齢者の方でいえば介護保険料の通知書のどこどこを見た場合何段階になっていますかとかそ

ういうような問答によってご本人が住民税が課税されているのか非課税になっているのかというの

を判断できますので、電話等の問い合わせでもそれについてはある程度申請ができるかできないか

という判断は担当部署のほうでもできると思いますので、その辺についてもチラシの中で工夫する

とかそういうこともやっていきたいというふうに考えてございます。 

○議長（山本浩平君）  ４番、大渕紀夫議員。 

○４番（大渕紀夫君）  ４番、大渕です。11 ページの虎杖浜・竹浦観光誘客拠点整備の関係なの

ですけれども、全容をもうちょっと詳しく教えていただきたいということが１つ。 

 その中で成果をどのように見ているか。そして責任の所在がどういう形になるのか。多言語のも

のなのに虎杖浜・竹浦というのはなぜ虎杖浜・竹浦なのか。何をターゲットにしているのか。この

点をお尋ねしたいと思います。 



○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  何点かご質問がございました。

まず全容ということですが先ほどもお話ありましたけれども、事業概要につきましては今白老地区

に観光案内所がございます。その中で来たる 2020 年に向けていきますと集成を高める上では現在虎

杖浜・竹浦地区にも来場者が 90 万人ぐらい来ておりますが、もっともっと基盤整備的に観光案内機

能を高める上で地域との意見交換も含めた中で今回関係機関としまして今回虎杖浜・竹浦観光連合

会さん、それから虎杖浜タラコのブランド商標管理団体・胆振水産加工業さんともいろいろ意見交

換させていただきまして、まず竹浦・虎杖浜地区にも今の白老地区のサテライト機能としての位置

づけとして観光案内所を設置検討していきたいというところでスタートさせていただいています。

当該事業につきましてはあくまで人材育成という観点でございますので、当然のことながら設置機

能を高めるという白老町の諸事情を踏まえて人材育成ということで、その人材育成の中でまずもっ

て多言語、先ほど言っておりますが、これは比較的インバウンド、海外からのお客様も比較的団体・

個人ふえてございます。それらを個々に対応を掲げる上で、それから面的につなげる上で人材を育

成していけなければならないという考えでございます。あくまで多言語ですので外国語から全ての

言語をこの１年間で習得するということにはならないのですが、北海道運輸局では多言語マニュア

ルというものを出していただいています。そういった部分を活用してあくまでまずは一般的には英

語ということですが、いろいろ数字だとかのサインを用いてご案内を効率よく行う上での取り組み

そういった部分を学んでいただくかとか、もう１つ団体客もふえておりまして特に個人事業者のキ

ャパの問題、ニーズだとかそういう部分を着地型観光としてそういったツアーのコーディネートで

きる人材ということも含めて求めていきたいということで考えております。 

 それからの成果なのですが、その成果に関しましては当然人材をまず育成するということで非常

にこれからの町内の観光客は誘客をどんどん重ねていっていますので、そういう意味では相当な入

り込み客数を目標とさせていただきたいと思っています。そういう意味では当然町が今回委託事業

として進めさせていただきますので、何とか人材をきちんと町としても責任を持って対応していき

たいと思っていますし、また今回観光協会を含めて関係機関、観光事業者との連携も含めますので

そういったそれぞれの役割をきちんと体系を持って取り組むことで責任分担をしていきたいと思っ

ております。町がきっかけをつくりますが担いとすれば観光協会も含めて各観光事業者となってい

ますのでそういった相乗効果、それから観光誘客の中できちんと経済効果が出せるような取り組み

に発展していく上ではそれぞれの責任の役割が出てくるのかと思っております。 

 それからの最後にターゲットに関してなのですが、これは誘客でも今いろいろ観光協会・博物館・

事業者等も組んでおりますが博物館に関しては教育力を、それから食に関しては高齢者を含めてタ

ーゲットに関してはさまざま団体・個人もターゲットでございます。虎杖浜・竹浦地区におきまし

ては比較的今は食を中心に入り込み客がふえてきていますし、また温泉を求める日帰り・宿泊も多

くございます。それらが融合して個人客にも発展していきますし団体ということもありますので、



それぞれそういったターゲットは観光協会を中心に誘客活動を行いながら虎杖浜地区に流れる部分、

今回設置する分に関してはそれぞれの観光案内が逆に白老地区にも誘導できるような多面的な部分

を用いるような仕組みで組み立てていきたいと考えておりますので、虎杖浜・竹浦にターゲットと

いうことではなくて多面的に考えていかなければいけないと考えておりますのでご理解いただきた

いと思います。以上です。 

○議長（山本浩平君）  ４番、大渕紀夫議員。 

○４番（大渕紀夫君）  ４番、大渕です。１つは、白老に今観光協会の事務所があるわけですけ

れども、当然白老では多言語の対応ができるというふうなことでいいのかどうか。きょうの新聞報

道によりますとアイヌ民族博物館はかなりそういうことでは対応されているようですけれども、今

のお話でいうと白老のサテライト機能を果たすということになれば白老がそこをできなかったら意

味がないということが１つ。 

 それから当然人材育成ということで１年間ということなのですけれども、事務所をつくっても人

を雇っても全く続けなければ効果がないと思うのです。１年で終わってしまったと、多言語は話せ

るけどその人はどこか違う所へ行ってしまったとなったら全然話にならないのです。そういうこと

は今後虎杖浜・竹浦地区に事務所をはったり、きちんその人がそこに定着をして仕事ができるとい

うような方策を考えていなければ１年間で終わりなんていうのは全然話にならないと私は思うので

す。何事もそうですけれどもそういう形がきちんと確立されなければだめだということになると思

うのだけれどもその点どうか。 

 もう１つ成果の問題なのだけど具体的に言語が話せる人が今いったようにできたとしても、ずっ

とこの人が力を発揮できなければ意味ないのです。虎杖浜・竹浦の観光の方々がその人を雇ってや

るというのならいいのです。そういうことまできちんと見通して成果を見るということが大切だし、

そういうことが見られる責任の所在というのはそういうことが責任の所在としてなければ、全部道

から来たお金は消化しましたけれども何も残りませんでしたというふうになる可能性がありますけ

どその点はどういうふうなことでやりますか。 

○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  まず今回の白老地区での多言語

の対応でございますが１名まずは４カ国語だったと思うのですけれども話せる人材がおります。そ

の中で当然ほかのプロパーに関しましても最低限の外国人の方の対応ということでマニュアルの書

き物、ペーパー類または言葉として最大限対応させていただいているのが現状でございます。その

中で白老地区におきましても１人が話せているからいいというわけではなくて、やはりそれぞれプ

ロパーもスキルアップしなければいけないという現状でございますが、プラス虎杖浜・竹浦地区に

おきましてもそういった人材を巻き込んで各事業所の中で外国人の対応、おもてなしができるよう

な環境を整備していきたいと。これは先ほども申しましたが北海道運輸局でマニュアルを昨年の４

月につくっております。それでことしの３月だと思うのですけれども今回北海道運輸局と町主催で



白老牛のお店であったり各温泉施設であったりお招きしまして勉強会も一度やっております。これ

は継続して行っていくつもりで今年度も考えておりますがそういったキーマンをきちんと決めるこ

とと当然各個店さんの自助努力もございます、そういった部分で最低限の内容の中で最大限の効果

を出せるように取り組んでいきたいと思っております。 

 それから次年度以降の対応でございますが当然のことながら国の事業は１年ということで終わる

ことでございますが、来年はもうそれで終わりということではなく当然のことながらの地域と連携

させていただいている状況でございますので、地域の活力そういった部分も今回求めながら取り組

むこと、また当然のことながら財政負担は軽減しながらということも想定なのですがそういった中

で人材を継続していきたいと考えております。 

 それから成果と責任でございますが、これに関しましてはまず人を育てて事業者のそれぞれの環

境がどこまでこの位置づけの中で組まれるかということで最大限成果を求めていきたいですし、ま

た今回施設に関しましては観光案内所を新たに設置するということではなく既存の飲食店、大漁番

屋虎杖浜というところとはしもと陶芸館そちらの２カ所の既存施設の中にそういった機能をまずも

って検討していくという流れでございます。ですから案内所に関して新設したからもうなくすでは

なくあくまで既存店の活力がございます、そういった中でうまく観光案内所のサテライト機能とし

て高めていく上で成果を求めていきたいという考えでございますし、繰り返しなりますが当然その

責任という部分でいきますと町の委託事業でございます、最大限効果を出すために町が責任持って

対応していきたいと思っておりますのでご理解いただきたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  ４番、大渕紀夫議員。 

○４番（大渕紀夫君）  ４番、大渕です。最後１点だけ。要するに来年からこの事業が人材育成

をした人がきちんと活動ができるような形の保障をどこがするのか。今の財政状況でまちができる

のかどうかわかりませんけれども、少なくともそこのところが見通しとしてなければ１年たったと

きにこの事業そのものをどう評価するかといったときに今後はそういうところがきちんとしてない

とだめだと私は思うのですけど、人材育成をした人をどう育て膨らませ、それが産業経済に効果が

上がるような形でどのような形でやるのか。そこの見通し、これはあるのかどうかここだけはっき

りとしておいていただきたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  見通しでございますがこれはあ

くまで関係機関としては虎杖浜・竹浦地区の観光関係機関としていますが、観光誘客基盤整備の体

制を含めますと観光協会が中心で行っていかなければならないと町としてもそういった体制をとっ

ていきたいと考えておりますので、そういう意味では見通しとすれば観光協会にこの人材をきちん

と根づかせるような取り組みとして１年間まずもって頑張っていきたいと思っております。その中

で来年以降につきましては観光協会の運営体制の中できちんと位置づけられるように町としても対

応していきたいと考えております。 



○議長（山本浩平君）  ほか。13 番、前田博之議員。 

○１３番（前田博之君）  ただいま同僚議員からも質問がありました 11 ページの虎杖浜・竹浦観

光誘客拠点整備人材育成支援事業についてです。内容については今同僚議員の質問に対する答弁で

大体わかりましたけどちょっと何点かわからない点があります。国の事業要綱を配付されていませ

んし見ていませんのでそれを見ればある程度わかるのかと思うのですけれども、今人材育成と言っ

ていますがまず最初に採用条件です。どういうキャリアを持っている人を採用するのか。それとこ

れは人材育成ですから多言語で育てる人を採用するのか。極端な言い方をすると、今の答弁を聞く

とただガイド役的な人を置いておくのか。その辺が見えないのです。同僚議員への答弁を聞く限り

では多言語、外国語、当然人材育成ですから虎杖浜地区あるいは白老の観光にかかわる人の語学教

室なんかも開いていかなければこの人がいなくなると意味ないと思うのですけれども、そういう部

分は事業内容あるいは国のほうからそういう部分がどう組み立てられて市町村がしなければいけな

いとなっているのか。それはマニュアル的にどういうふうな形の流れになるのか。まずその点を伺

います。 

○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  国の事業概要でございますがあ

くまで緊急雇用の新しい制度ということで地域人づくり事業ということで今回制度成形されたもの

であります。これに関しましては国の事業の中では雇用拡大プロセス、主に失業者対策というとこ

ろでの捉えと、それから処遇改善プロセス、こちらは在職者、既存雇用者の処遇改善に向けた２つ

の構成になってございます。その中で本町の今回の取り組みに関しては雇用拡大プロセスのほうを

活用させていただいているのが現状でございます。この事業の国のマニュアルに関しましてはまず

人材育成ということが重点でございますので人材育成計画というものの策定が求められています。

その中でＯＪТ、ＯＦＦ－ＪＴといった組み合わせの研修をやらなければならない。その組み合わ

せる内容に関しましては当然のことながら本町で行う事業によって自由にとはいいませんが、人材

育成をかける目的として研修を行うという流れでございます。 

 今回採用条件に関しましてはまずは観光事業者に精通する方が一般的に公募として行うことは前

提としております。ただそこに最大限外国語言語対応ができる方であったり観光業に携わる方とい

う一定条件を求めていきたいと思っております。当然その中で一般的に４カ国語の勉強までという

ところで今研修内容を想定しておりますので、もともと予備知識があれば研修内容を高めるような

取り組みができますし、また一定限の採用者が基本事項からスタートしなければいけないという場

合になれば、当然のことながらそこは基本研修を行いながら進めていくということで社内研修の中

できちんといろいろなテキスト等々を行うことと、または既存の研修会等に参加させて予算を盛り

込んで取り組むということで予定しております。以上です。 

○議長（山本浩平君）  13 番、前田博之議員。 

○１３番（前田博之君）  まず私がいっているのは研修する人は誰ですか。研修する人を採用す



るのですか。ただ雇用を拡大をするためにそれに該当するような今説明にあった人を雇うというこ

となのですか。 

 それと事業計画をつくるというのはこの事業計画は町がつくるのか。委託を受けた観光協会がつ

くるのか。あるいは支援事業で採用した人がつくるのか。多言語の部分でいけば答弁もらっていま

せんけれども観光協会の人あるいは旅館業に携わっている人の外国語が少しでも上達するようにそ

ういう教室とかそういう広がりの主体的なものはしなくてもいいのかどうか。その辺の部分で聞い

ているのだけど答弁ありませんけれどもその辺をまず整理して答弁ください。追加した部分も含め

て。 

○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  まず人材育成計画の策定の位置

づけでございますがこれは受託者のほうで計画をつくって人材育成をかけるということでございま

す。 

 それから多言語にちょっとこだわっておりますがあくまで観光事業全般にかかわる観光案内機能

の中での人材育成でございますので、その１つに手法として多言語を育成するということでござい

ますから、あくまで評価の部分でございますが全てにおいて４カ国語をマスターしなければならな

いというレベルではございません。あくまで観光業に携わる団体ツアーの企画立案から観光事業者

の地場の実態把握等も人材育成としてはコーディネーター機能としては必要でございます。その中

の１つの多言語ということでございますから、繰り返しになりますが多言語に関しましても全て

100％マスターするのではなく、あくまでと国が示す多言語マニュアル等を活用しながら一定限の

対応ができながら最大の効果を出していくということが前提でございます。当然のことながら今ま

だ人材をこれから公募になりますので、きちんとしたレベルのある方が採用なれば当然もっともっ

と高められるということもできますのでそういった部分はご理解いただきたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  13 番、前田博之議員。 

○１３番（前田博之君）  なぜ質問したかというとスピード感あって事業効果を高めてほしくて

いっているのです。人材育成をこれから行う、これから人を採用する、それは人材育成事業という

のかプランをつくってそれに該当する人を採用するのですか。そうするとこの事業が１年間だった

ら結果的に前回農業の関係で 4,000 万円かけて竹浦に直売所をつくってどうするということで同じ

ような議論されたのです。１年切ってしまっているわけです、もう４月入っているのですから。そ

れも含めて今いったようにこれはいつから本当に人が張りついて人材育成事業との整合性がどう保

てるのか。その辺を具体的に説明してください。人材育成事業をつくってから今いったような、こ

こでいう多言語人材育成的な人を採用するといっていますからどちらが先か後かということです。

１年は切ってしまうからそうするとこの 592 万 9,000 円は全部その採用した人の人件費なのか。あ

る程度事務費になってくるのか。この人方の人件費は月に幾らぐらいか、年額でもいいですがどの

ぐらいを想定されているのか。その部分を伺います。 



 それと次にこれは関連して聞きますけど、私が今いったように昨年度 4,000 万円かけて農業関係

の、言葉を借りれば６次化産業に結びつけるといいましたけれども、これは１年で終わってしまっ

て今はもう直売所は撤退してしまって、今春なのだから春の野菜は出てこないのかと言っている町

民があるのですけれども実態は今どうなっているのですか。そしてあれは何年かは７、８人採用す

るといっていましたけれどもその部分に対しての事業計画、また新年度の事業はどうなっていくの

か。その辺について伺います。 

○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  公募に関しましては契約後５月

中に行いまして６月１日から採用して事業を進めたいというふうに考えております。あくまで先ほ

どいいました採用条件に関しましては一定現観光の節度等々を盛り込んだ中で公募をするというこ

とでございますのでご理解いただきたいと思います。 

 また人件費に関しましては２名分社会保険料込みで10カ月 220日間で229万 9,000円見込んでお

ります。その総額が 459 万 9,000 円になりますので残り 133 万円に関しましては人材育成における

研修費、それから観光案内所の機能の開始の設置等の費用、それからその他事務費等で見込んでご

ざいます。 

 それから昨年の観光型６次産業事業でございますが、これとの関連性またはその後の状況でござ

います。今就農者としまして昨年雇用していた方は２名ほど就農されております。その中で当該事

業で取り組んだ地区の畑等を継承されて進めているのが実態でございます。竹浦地区の直売所に関

しましては現在一定期間リースということの対応がありますので社台も含めて撤去された状態でご

ざいますが、機能としては今回の事業には最大限盛り込んで継承していきたいと思っています。６

次産業事業の昨年度に関しましては当該地区の観光連合会の協力をもって取り進めた経緯でござい

ますので、当然ファーマーズマーケット的な機能、それから虎杖浜地区のタラコ、海産物等のそう

いった複合的な直売機能というものは最大限こちらの地区の観光案内所機能と合わせて検討してい

くような内容で進めていきたいと思っております。ただ社台地区に関しましてはまだまだ今後の取

り組みに関しては今後の展開ということで各農業者のほうで検討しておりますが、今の既存の場所

にもトラック市、店頭市だとかそういった部分を希望されている部分もございますし、またほかの

事業でかかわらなかった協力いただいた農業者が社台地区にもおります。そういった方々も連携し

て今後そういった中心となる直売所といいますか、ファーマーズマーケット的な部分はやりたいと

いうことで今進んでおります。そういう部分は最大限町としても可能な限り支援をしていきたいと

思っていますし、６次産業化に向けての取り組みついてはそれぞれ生産者主体でさまざまな動きが

少しずつ動いているという押さえでおります。そういった部分でご理解いただきたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  13 番、前田博之議員。 

○１３番（前田博之君）  人材育成事業の計画は誰がつくってどうなるかということの答弁をも

らっていないのです。これから２名採用する人がつくるのか。もう６月から採用するといっている



けど人材育成事業をやってそれに沿った人間を採用するのか。その人財育成事業は何ですかという

ことです。 

 それと竹浦のほうの今２名と言ったけど農業は実際に生産はやって直売所に農作物が売っていく

のかどうかということも含めて聞いているのです。 

○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  人材育成計画でございますがこ

ちらに関しましては研修内容につきまして終日は観光ルート企画立案に関する業務と研修内容を持

つこと、先ほどかから出ている外国人案内のための言語習得セミナーそういった部分の計画を盛り

込んで受託者がつくりましてその中で人材を育成していくという流れでございます。ちょっと言葉

足らずですがそういった内容の計画でございます。 

 それから６次産業化のほうの就農者に関しましては既に作つけ等も準備進めておりまして、収穫

時期におきましてはこの地区の観光案内所機能の中できちんと物を売っていく、または町内を循環

するためにはいろいろ販路等もこちらも最大限マッチングできるような取り組みはしていきたいと

考えております。 

○議長（山本浩平君）  ここで暫時休憩をいたしたいと思います。 

休憩 午前１１時１６分 

          

再開 午前１１時２９分 

○議長（山本浩平君）  それでは休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 ほか質問のございます方はどうぞ。 

 １番、氏家裕治議員。 

○１番（氏家裕治君）  １番、氏家です。先ほどの 11 ページの虎杖浜・竹浦観光誘客拠点整備人

材育成支援事業について。単純です。この事業というのは確かに国の補助事業かもしれませんがま

ちにとって今後必要な事業だとして今回取り組まれるのだと思うのです。そうであれば国からの補

助事業だとして予算があります。でもどうしても私が思うには白老町というのは高齢化社会の中で

若い人材というのはなかなか少ない。これはあくまでそういった若い人材の育成にかかわってくる

ものだと思うのですけれども、そういった人方の中でも眠っている人材の掘り起こしそういったと

ころにちょっと目線を置いたときに。結婚して子育て中の若いお母さんたちだとかそういった人た

ちも当然対象にはなってくると思うのです。そういったときに子育て中のお母さんで小学校入学前

の子供さんを抱えた方がそういった人材としてこの方にはぜひという方がもしいたとしたら、そう

いった子育て支援まで考えた事業として子育て支援も含めてこういった人材を育成しようという考

え方を持っているのかどうか。僕は大事な点だと思うのです。今後そういったところに予算を追加

しなければいけない部分も出てくるかもしれない。そういったときに今こういった議論をしておけ

ればいいと思いますので確認します。  



○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  こちらは国の制度の趣旨からも

若年・高齢者・女性等の雇用拡大ということがまず位置づけられておりまして、などというところ

ばありますがやっぱりターゲットとすれば若年者の掘り起こし、それから高齢者の生きがい対策、

それから女性の子育て支援等を含めた女性の雇用という流れを持っています。それぞれ今回予算を

上げさせていただいている部分の観光案内も含めてなのですが、これは町としてその目的に沿った

事業を進める上で活用力を高めていかなければいけないと思っています。残念ながら今この緊急雇

用の人づくり事業に関しましてはこの１本本町だけなのですが、３次募集も５月中旬まで設けまし

て各所管課、それから各関係団体には周知はさせていただいておりますのでご理解いただきたいと

思います。 

○議長（山本浩平君）  １番、氏家裕治議員。 

○１番（氏家裕治君）  １番、氏家です。わかりました。ただ私の聞きたいのはこの国の事業を

使いながら当然そういった就労支援、若いお母さんたちを就労しようと思ったときにはそういった

就労支援対策も必要になってくると思うのです。それはこの国の補助事業以外の部分で予算を使わ

なければいけない。そうなったときにまち全体としてまちとしてそれをちゃんと支えていける仕組

み、でもこの人子供がいるからだめなのですではなくて、そういったところをどうやって支えてい

くのかという仕組みをまち全体で考えようという考え方はあるのかどうか。 

○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  この課題の１つでございます。

こちらに関しましてはもともと職業紹介事業所、ワークステーションを持っていた際のところから

そういった各領域ごとの対策を講じなければならないという状況は今でも担当課としては考えてお

ります。ただ今の最大限できる部分は町としての支援対策、ニーズがどうあるか、または受け皿が

どのような形で事業者または就職先の状況把握ができるか。そういった部分はまだまだ情報把握を

徹底していかなければいけないことと、当然のことながら所管のハローワークとも連携していかな

ければならないと思っていますので、まずもってそういった部分の機能を高める取り扱いを今後強

化していきたいと考えております。 

○議長（山本浩平君）  １番、氏家裕治議員。 

○１番（氏家裕治君）  １番、氏家です。簡潔に。話はわかりました。ただ私はこれからの若い

人たちの育成事業、それからこういった国の補助事業、道の補助事業を使った臨時雇用対策みたい

な部分の育成事業というのは、先ほど前田議員もいっていましたけど今後どうしていくのか、今後

どうやってつなげていくのかということが大事になってくると思うのです。そういった面では国の

事業だから道の事業だからではなくて白老町にとって必要だから道の事業を使うのだ、国の事業を

使って今回規制していくのだと。でも将来的にはこうやってつなげていくのだという考え方を持た

ないと、そういった覚悟がないとできないのだと思うのです。１年ぽっきりで終わってしまうよう



な事業であってはいけない。今課長いわれたとおり必要だからやるのです。必要だからやるのであ

ればそういったまちの覚悟みたいなものがちゃんとそこにないと、これからのそういった若い人た

ちの育成、また白老町にほかのまちから移って来られた方々が白老町はこういうまちなのだという

そういった魅力というものがないと難しいと思います。言葉でいくらいいことをいっても、いくら

きれいな計画を立ててもそれが１年ぽっきり、２年ぽっきりで終わってしまったら国の事業が終わ

ってしまいますので、その辺だけはしっかりこの人を育てたらまちにとってはどういう宝になるの

かということを考えたときに、そういった就労支援というか支援対策もしっかり担当課だけではな

くてまち全体として考えていかなければいけない。これは観光課だけではないのです。ほかの課に

とっても必要な部分だと思いますので、ぜひそういった部分では人の育成それから就労、それから

白老町のためにどういった人材になっていってもらいたいのかということを一つの覚悟を持って取

り組んでもらいたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  白崎副町長。 

○副町長（白崎浩司君）  今ご質問ありましたこと十分わかります。今回国の緊急雇用という制

度の中で項目としては観光をターゲットにした人材育成ということで事業化をしました。今当然い

われるようにそのことが今後どう生かされていくのかということが大事だというふうに思います。

単年度で終わる事業は中にはあるかもしませんけれども、今回人づくりということですから人をつ

くった素材がどう展開していくかということが今いわれるように大事だというふうに思っています。

そういう中で今回私ども観光の人づくりというふうに思ったのは、今も観光という分野で町として

もあるいは観光協会あるいは観光に携わっている人たちもいろいろな対応策をとってきております

けれども、今後私どもやはり考えなければならないと大きな分離点になるだろうというふうに思う

のはやはり 2020 年の象徴空間。この対策としてオール白老で活性化推進会議を立ち上げました。そ

の中で観光とまちづくりそういう視点の中で今後いろいろな分野の意見を入れた中でそれを生かし

たまちづくりをどうしていくか。その中には商業の対策もありましょう、観光対策もありましょう、

そういう活性化会議、それと今年度も町政執行方針の中で示しておりますけれども観光を含めた中

の産業振興計画これも他分野の人たちも入れた中でどうまちづくりをしていくかというようなこと

を検討していく予定にしております。そういう中では特化するわけではございませんけれども、今

回観光面での人づくりの事業を計画しましたのでその方々を含めて今後白老としてどういう観光の

あり方がいいのか、どういうまちづくりがいいのかということを計画なり推進会議の中で十分話し

合って、そういうことが今やろうとしている人づくりがつながっていけばいいというような仮定を

持った中で今後進めていきたいというふうに思います。今いわれるようにこの１つの事業が単年度

で終わることなく、そのことをどう生かしていくかというのは今後の計画の中で十分それを示した

中で観光を含めたまちづくりをつくっていきたいというふうに思っています。 

○議長（山本浩平君）  ９番、吉谷一孝委員。 

○９番（吉谷一孝君）  ９番、吉谷です。今のことに絡んでご質問させていただきます。端的に



質問させていただきたいのですが、今副町長から話あったように単年度で終わらせないということ

は次年度この採用された２名の方の人件費というのはどこで見られるのか。そのことについてご質

問します。 

○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  継続するという前提でいけば今

回観光協会、受託のほうで今回雇いますので次年度以降もそのベースは継続するという形で考えて

おります。 

○議長（山本浩平君）  ９番、吉谷一孝議員。 

○９番（吉谷一孝君）  観光協会で人件費を次年度以降は賄うということでよろしいですか。も

しそうだとするならば現在観光協会に白老町から補助金等々を出していますが、今観光協会で行っ

ている事業はこの２名の採用がない状況で行われていると思います。となればこの２名分を採用し

た分の人件費というのは足りなくなるのではないかというふうに想定されますがその分については

どのような考え方を持っていますか。 

○議長（山本浩平君）  本間商工労働観光・営業戦略担当課長。 

○産業経済課商工労働観光・営業戦略担当課長（本間 力君）  ここの部分に関しましては現時

点で運営費の中には当然のことながら新規でございますので、次年度以降この事業の全体の相乗効

果、これは民間の活力もいただきながら、という前提でございますが協会としての自己財源という

ものも追求すること、または財政負担ということも想定しながら考えて次年度以降の予算編成に向

けて対応していきたいと考えております。 

○議長（山本浩平君）  ９番、吉谷一孝議員。 

○９番（吉谷一孝君）  逆にいうともしそれが行政として行っていくということであれば、行政

側がこれに対してどのような形でそれを支援していくかという明確なものがなければ、実際今年度

事業を行ったが来年度の人件費分が出てこないとなれば継続できないということは十分考えられま

す。それに対して行政として財政的にそれを見ることが考えているのかどうか。そのことが明確で

なければこれが本当に継続できるかどうかという判断にはならないというふうに思いますがその辺

についてご質問いたします。 

○議長（山本浩平君）  白崎副町長。 

○副町長（白崎浩司君）  現時点をもって２カ年あるいは３カ年の継続事業というような形での

ご答弁はなかなかできないところなのですが、考え方として先ほどいったとおりこういう人材育成

という事業なものですから当然次年度以降につなげていかなければ、その人材が単年度で終わると

いうことではございませんので考え方としては先ほどご答弁したとおりなのです。27 年度以降の対

応として先ほどいろいろな会議の中で今後の観光行政のあり方というのは十分検討していくという

中で、観光協会のあり方、体制のあり方、これも当然中に入ってくるだろうというふうに思ってい

ます。今既存の予算、大枠のものがありますけれども、先ほど担当課長も答弁申し上げましたけれ



ども、今規定の補助金あるいは総体の体制の中で十分そこら辺も精査します。そういう中でどの程

度新たな組織体制強化に向けられるか。これは十分これから中で検討していくというふうに思って

います。ただ先ほどいいましたとおりこれからの観光のあり方、観光行政の取り組み方これをどう

いうふうにもっていくかというのはこの人材育成に限らずほかの分野でも相当話が出てくるだろう

というふうに思っています。 

○議長（山本浩平君）  ほか。14 番、及川保議員。 

○１４番（及川 保君）  14 番です。同僚議員が心配していろいろと今議論がございました。私

も最近よく考えることなのですけれども、昨年の農業のときも確か国の緊急雇用対策という一環の

中で事業が展開されたこういう経過があります。今回も同じことなのです。やっぱり中身としては

同じなのです。人材育成という部分からいえば。しかしながらなかなかさらにその次を目指してい

るような展開はしていないわけです。まちの今の姿勢というか。今回は観光協会が主としている事

業なのですけれども。いろいろ議論を聞いていると国の補助メニューこういうものを最大限活用は

していると思うのです。しかしながら中長期にわたってまちがこういう姿勢でこういうまちづくり

していくとこういうものがどうも見えてこない。つまみ食いをして１年ぽっきりで終わらせてしま

うようなどうもそのような節が見えてならないのです。補助メニューを活用しなさいというのは議

会の中からも再三にわたって出ていますからその部分について私は何も申し上げることはございま

せん。しかしながらやっぱりこのやり方はおかしいです。どう考えてもこういった議論になってし

まうのです。なかなか見えにくい、わかりづらい、そして今副町長の答弁もありましたが 2020 年を

目指してそういった人材育成も考慮しながらやっていくと。そして来年度以降は課長が答弁する状

況でははずなのが人件費含めてまちも考えていくとこういう答弁もあったのだけれども、そんなこ

とではなくて 2020 年目指すのならこういった計画で 27 年度はこうだ、28 年度はこうだこういう計

画を同僚議員からも出ていました先ほど。そういう将来の計画がどうなっているのかという話もあ

りました。このあたりの答弁がきちんとされていないのです。今副町長はありました 2020 年を目指

して人材育成を図っていかなければいけないと、これはもうみんな同じ考えだと思います。しかし

ながらつまみ食いだけしていてはだめです。また来年同じく雇用対策でやりますか。人材育成でや

りますか。そんなことではなくてこういういい制度がこうやって見えている、それを活用するとい

うことは私たちは何もいわないのです。しかしながらこういったきちんとした計画をつくりなさい。

そうでなければまた同じことを何回も繰り返すのです。こういった総合的な考え方を聞きたいと思

います。 

○議長（山本浩平君）  白崎副町長。 

○副町長（白崎浩司君）  最後総合的な考え方ということでご質問ですけれども先ほど答弁した

部分とちょっと重複します。それぞれ今までも観光なら観光ということでそれの施策なり対応策な

りということで個別にやってきておりますけれども、改めて先ほどいいましたとおり大きく観光の

あり方といいますかそういうものが変わってくるだろうと。国のそういう施設ができることによっ



て観光入り込みも当然変わってくるだろうと。そのときにまちとしてどう受ける体制をつくるかと

いうようなことで先ほどいったとおり動いています。動いているということは位置づけとしては大

きく今までの観光のあり方と白老の 2020 年以降前後して観光のあり方が大きく変わってくるだろ

うというふうに思っています。そのために先ほどいったとおり観光を核とする産業振興計画それの

策定と今後に向けてこういう仕組みづくりが白老町で必要だろうというような位置づけをはっきり

させていくというような考え方とあわせて先ほどいいました活性化推進会議の中で周辺整備を含め

てどういう体制にするかというふうなことをいろいろな分野に携わっている方々の意見を入れた中

でその方向性を確立していきたいというふうに思っています。当然今いわれているのはここも先ほ

どの説明のとおりなのですけれども、国内の日本人に限らず今徐々にふえております東南アジア系

を含めて多方面から外国人の方々が観光として入ってくるだろうというふうに思っていますので、

そういうことを入れた中での体制づくりが当然考えられるというようなことで今回の事業としては

そういう多言語というようなことを含めて人材育成というふうに考えていますので、これは一つの

押さえ方としてこの事業を発展的にということを先ほどらいいっていますけれども、そういうよう

な観光のあり方を白老の観光の取り組み方というのは今ご指摘にありましたとおり今後の中で確立

してどういうような白老としての観光行政をもっていくかというのは確立していくというふうに思

っております。 

○議長（山本浩平君）  ほか、ございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（山本浩平君）  それでは質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（山本浩平君）  討論なしと認めます。 

 これをもって討論を終結いたします。 

 採決いたします。 

 議案第１号 平成 26 年度白老町一般会計補正予算（第１号）を原案のとおり決定することに賛成

の方挙手を願います。 

〔挙手全員〕 

○議長（山本浩平君）  全員賛成。 

 よって、議案第１号は原案のとおり可決されました。 

 


